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海外 と国内との違いはあるものの,こ の落差 ・異なりは異様 といってよかろう。そ
してその落差 ・異なりとは,昨今の日本語教育をとりまく環境 またそれによる日本
語教育自体の変化の激しさの現れといっても過言ではあるまい。





















た総務庁行政監察局編 『留学生10万人計画を目指して』がある。 しか し,これらはい
ずれ も本論の目的とする通史的なものではない。その他,資 料 となるものには,文部
省の公報誌 『文部時報』がある。ここには,各 々の施策に関して,行政の立場からの





がある他,「日本語」「留学生」をキー ・ワー ドに朝日・毎 日・読売の3紙 のデータ ・
ベースから検索した 「日本語 ・留学生ダイジェスト」,さらに日本語教育における話
題を取材 しまとめた 「日本語教育界ニュース」の2コ ーナーがある。
本論ではこれらの論文 ・資料を材料に検討を進めていくが,「留学生10万人計画」
以降の動きを次の3期 に分けて考察を進めるものとする。























は,各地で元在日留学生 と懇談 したが,そ の折,「『君たちの子どもをどこに留学させ





























京都教育大学 総合科学課程 言語文化コース(副 専攻)
香川大学 総合科学課程 言語文化コース(副専攻)
名古屋大学大学院 文化研究科 日本言語文化専攻 博士課程(前 期)
'89年琉球大学 総合科学課程 日本語教育コース(主専攻)
静岡大学 教育学部総合教育課程 国際文化教育コース(副専攻)
'90年名古屋大学大学院 文化研究科 日本言語文化専攻 博士課程(後期)
広島大学 日本語教育専攻 修士課程




② 日本事情,③ 言語学的知識 ・能力,④ 日本語の教授に関する知識 ・能力の,教育す





大学で主専攻 ・副専攻の開講が相次いだ9)。さらに,そ うした大学の情報交換の場 と








いて」における副専攻 と同程度の内容 ・水準 とし,試験範囲もそこに示された前記4




















































がで きる人材の育成,実 習授業の充実 といった課題16)を抱えているが,そ れは'90年
代の半ぼの現在においても解決されたとはいいがたい。ことに,民間各機関のプログ










































る'88年度だけを取ってみても,4月一 日商岩井 ・神戸製鋼など異業種5社,駿 河台




ところが,民 間の教育機関が急増するに伴 って,そ れに関連するトラブルも急増 し









10京 都市内の日本語学校で,マ レーシア人就学生が 「粗末な授業」などを理由
に自主退学,大 阪入管が調査に。(朝日10/18)







法務省,ニ セ身元保証事件で 「職員による悪質な文書偽造」 と判断,rD学
院」を不適格校2°)処分に。














乗 り出した。まず,'86年には 「外国人就学生受入機関協議会」(外就協)が 発足 した。
これは,「日本語教育機関が入国管理局 と協力し,健全な就学生受け入れ組織,制度
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を作ることを目的として発足,就 学生の入国手続 きの改善に関する提言,研 修会の開
催などを主な活動 とした」23)ものである。さらに翌'87年には,「全国日本語教育機関
振興協会」(全日語協)が 発足した。外就協には入国管理局e法 務省 という後ろ盾が
































団化(後 に外務省も加わる),さらに3月 には文部省が 日本語教育施設審査 ・証明事
業の法人として日振協を認定,こ こに,よ うやく政府の認定を受けた 「お墨付 き日本
語学校」が明らかにされることとなった。認定は3年 ごとに更新する形で行い,'94
年10月末までに562施設を認定した27)。認定校については,所在地 ・設置者 ・学校教
育法上の位置づけ ・日本語教育開始年月日 ・設置コース ・在籍者数などの情報 ととも
に要覧の形で リス ト化され,関 係機関に配布されている。基準はその後,'93年に,
日本語教育施設を設置しようとする者に対しより厳密な経済的基盤を備えることを義
務づけること,及び教育の編成の中心となる 「主任教員」の配置を明記するなどの改


















質的な指導を行 うことはできないというのである。たとえば 『月刊 日本語』編集部に
よると,中国人就学生に対して来日以前の授業料をも請求する悪質な日本語学校があ




まとめ3°)をしている。すなわち,「日本語学校の実態を詳しく知 り,学校 ・教師 ・学
生がいまどんな問題で困っているかを把握し,それらを解決すべ く関係各省庁とのパ
イプ役を果たす,日 本語学校の利益を守 り,サポー トする頼 りがいのある団体であっ











も責任があ ります」32)ということばを紹介 している。本論冒頭,東 京新聞の 「日本語
学校に廃校の嵐」という記事にも,「(金儲けだけの学校ができ)また,そ んな学校が
簡単に(日振協の)認定を受けた」とある。
・ しか しなが ら,そ うした課題 ・問題点を抱えながらも,日振協の誕生は日本語教育
行政のいわば歴史的必然であ り,日振協なくしては健全な民間の日本語学校の育成は
なされないであろうことは前述の'80年代後半の野放図な状態をみれば明らかであっ





















































真理教事件発生 ・発覚,社 会不安広がる。急激な円高,一 時79円台突入。
中国残留婦人の帰国増え,「第2次帰国ラッシュ」
再編成期 は,'92年ごろまでのバブル経済 と軌を一にするように学習者が増え続け







他」とは,ビ ジネスマンや主婦 ・宣教師 ・研究者などを指す。
'86年ごろからの学習者の増加は大学教育前提の者に著 しいが,これは,'87年ごろ



































































さらに,入 管によると,'94年11月1日現在,中 国人で就学生 として入国していなが
ら不法残留の状態になっている竜のは51%に上るという36)。ただ し,全体として多い
のは,タ イ,韓国,中 国,フ ィリピン,イ ラン,マ レーシア,ペルー,台湾の順であ
る。
前述のように,4万 の大学教育前提の学習者数に対 して3万 という驚 くべき不法残
留者数であり(ただ し,これは,毎年4万人の内の3万 人が不法残留することを意味
するのではない。4万 人の新規学習者を迎える一方,数年にわたって不法残留してい
る者の内,毎 年3万 人程度が発覚することを示す ものである),政府当局の学習者選
抜施策がどれだけ効を奏しているのか疑問に思えるが,不法残留者の数がこのまま継





































■ー一 オー ス トラリア
咽一 タイ
→ 一その他
であるという。 しか も,いずれの学校 もこうした充足率だ というのではなく,20～
30%付近と70～80%付近 とで二つのピークを形成 しているという。機関数を見ると一
般の教育機関で少なくとも'93年までは順調に増加の一途をたどっているように見え




の,伸 び率は4年 連続 して減少,2.6%にとどまり,計画以前の'79年以来の低率と
なった。国費は7.4%の伸 びを見せたが,全 体の8割 以上を占め る私費はわずかに
1.8%の伸びである。不況 ・円高 ・社会不安をまともに受ける私費留学生の滞在状況
を考えると,この数字はさらに今後も悪化することが十二分に考えられる。公費 ・私








まず,新 しい学習者としては児童があげられる。文部省 「平成5年度 日本語教育が
必要な外国人児童 ・生徒の受入れ状況等に関する調査」の結果によると,平成5年9
月1日 現在,公 立小 ・中学校に就学する外国人児童 ・生徒 は,小 学校で2.611校・
7.569人,中学校で1.094校・2.881人に達するという。 しか も,そ の母語は,ポ ル ト
ガル語38.8%,中国語30.396,スペイン語12.9%だという。こうした背景には,'90年









中国残留孤児については'81年から訪日調査が始まっているが,訪 日人数 も激減 し
てお りその判明率 も最近は1096前後である43)。けれども,中 国帰国者定住促進セ ン


















る。そうした活動は,ボ ランティアによる日本語指導 とい う形で具体化している。た
とえぼ,『東京ボランティア日本語教室ガイ ド』(東京ボランティアネットワーク),






めに日本語学校 ・日本語学習ありき」と考えがちであるが,こ うした事例には,そ う
した従来のとらえ方 とは異なる取 り組みの様子がうかがわれる。すなわち,ボ ラン
ティア活動のもとに集まる学習者にしてみれば,日本語学習というのは生活の一部で
しかありえず,他 に家庭 ・職場などにおける長い時間をかける活動の場を持っている。













































































4)論 文としては,本名信行 「言語政策と社会統合モデルー アメリカの2言語使
用教育と英語公用語化運動を中心として」など
5)論 文としては,野本菊雄 「日本語教員検定制度」など






























『月刊日本語』編集部1994「 日本語教育界ニュース」アルク出版 『月刊 日本
語』'94年1月号75






































め,従 来3ケ 月で出ていたビザが6ケ 月経っても発給されず,不 安に思った日本
語学校入学希望者が抗議行動に出,外交問題に発展した。当時上海政府からパス
ポー トを発給されていた者3万5千 人,上 海市と日本語学校で返金交渉の対象に
なった入学金 ・授業料は2千人分 ・2億8百万円にも上った。また,日 本国内で
は,法務省が定員の2倍以上の許可証を出していた23校を,実質的な廃校処分で
ある 「不適格校Jと 認定するなどした。














30)『月刊 日本語』編集部1992「日本語学校 は訴える」 アルク出版 『月刊 日本
語』'92年10月号18-19
31)大森伸樹1992「教師のやさしい労働相談 ⑨廃校(そ の2)」 アルク出版
『月刊 日本語』'93年6月号53
















減少 したが,そ の内の中国人は28.256人→9.143人と激減 している。『月刊日本






改正にあるように,「就学生→留学生」 というルー トの存在が,民 間の日本語学
校にはほとんど必須 ・不可決といってよかろう。こうした不安については,国語
研究所 『相互研修ネットワークニュースNo26』('95年7月1日発行)に 「日本
語学校の現状」 として述べられている。
43)朝日新聞'92年11月23日朝刊
44)中国帰国者定住促進センター教務課講師会1995『同声 ・同気2号 』
